
1

地方公務員共済組合連合会（以下「連合会」という。）は、地方公務員共済組合（以下「組

合」という。）及び全国市町村職員共済組合連合会（以下「市町村連合会」という。）の長期

給付に係る業務の適正かつ円滑な運営を図るため、次の事業を行っている。

(1) 組合及び市町村連合会の長期給付に係る業務に関する技術的及び専門的な知識、資料等

を組合及び市町村連合会に提供すること。

(2) 退職等年金給付に係る付与率、基準利率、終身年金現価率、有期年金現価率並びに標準

報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金との割合を定めること。

(3) 実施機関積立金、退職等年金給付組合積立金及び地方の組合の経過的長期給付組合積立

金の運用状況の管理に関する事務を行うこと。

(4) 厚生年金保険給付調整積立金、退職等年金給付調整積立金及び地方の組合の経過的長期

給付調整積立金の管理及び運用に関する事務を行うこと。

(5) 厚生年金拠出金を納付し、又は交付金を受け入れること。

(6) 組合及び市町村連合会の長期給付に係る業務に関し、実施機関との情報交換及び連絡調

整を行うこと。

(7) 財政調整拠出金を拠出し、又は受け入れること。

(8) 基礎年金拠出金を納付すること。

(9) 組合から預託された業務上の余裕金を運用すること。

(10) 介護保険料特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る業務を行うこと。

(11) 国民健康保険料（税）特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る業務を行うこと。

(12) 後期高齢者医療保険料特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る業務を行うこと。

(13) 個人住民税特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る業務を行うこと。

(14）その他その目的を達成するために必要な事業。

2 事業所の所在地

東京都港区赤坂８丁目５番２６号

3 役員の状況

(1) 定  数   理事長 １人（常勤）

理  事 ８人（常勤２人、非常勤６人）

監  事 ３人（常勤１人、非常勤２人）

(2) 任  期   ２ 年      （平成３０年４月１日～令和２年３月３１日）

業務の内容

　



(3) 役員の状況（令和２年３月３１日現在）

役   職

理事長 岡 崎  元総務省事務次官

理  事 馬 場  元内閣府大臣官房審議官

理  事 西 澤

理  事 岡 島  日本教職員組合中央執行委員長
（非常勤）

理  事 金 森  公立学校共済組合理事長
（非常勤）

理  事 金 髙  警察共済組合理事長
（非常勤） 　

理  事 川 本  全日本自治団体労働組合中央執行委員長
（非常勤） 　

理  事 小 谷  全国市町村職員共済組合連合会理事長
（非常勤）

理  事 松 永  地方職員共済組合理事長
（非常勤）

監  事 千 野

監  事 　佐 藤
（非常勤）

監  事 古 矢
（非常勤）

(4) 役員会の開催状況

・地方公務員共済組合連合会定款の一部変更（案）

・平成30年度の年金積立金の運用報告書等について

・プログラム不備の再発防止等に向けた取組について

・モデルポートフォリオの見直しについて

・基本ポートフォリオの見直しについて

・令和2年度の資金運用の予定について

・地方公務員共済組合連合会定款の一部変更（案）

・令和元年度の資金運用状況について

・年金払い退職給付制度に係る年金財政状況（平成30
年度末）について

・年金の在職支給停止に伴う支給額の誤りについて

令和2年3月23日 第130回役員会 ・令和2年度事業計画及び予算（案）

令和元年6月26日 第128回役員会 ・平成30年度決算（案）

令和2年2月13日 第129回役員会 ・令和2年度事業計画及び予算の大綱（案）

　

　 武　　士  全日本水道労働組合副中央執行委員長

開　催　日 会　　　　　議 議　　　　　　　　　　題

 　邦　　男

　 啓 太 郎  元香川県警察本部長

　 和　　寿  弁護士

　 隆　　亮

氏　　　名 経             歴

　 浩　  巳

　 竹 次 郎

　 立　　志  元内閣府日本学術会議事務局参事官

　 真 砂 樹

　 越　　哉

   雅　　仁

　　　　 淳



4 職員の定数及びその増減

5 地方公務員共済組合連合会の沿革

地方公務員共済組合連合会は、昭和５９年４月１日に地方公務員の年金制度の健全な運営

を維持していくため、８９の共済組合で組織し設立された。

その後、平成２年度から公立学校共済組合及び警察共済組合が加入したことにより、すべ

ての地方公務員共済組合をもって組織する連合体となった。

6 設置根拠法

地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）

7 主務大臣

総務大臣

8 運営審議会の概要

(1) 委員定数

① 組合員を代表する者以外の者である委員 １１人

② 組合員を代表する者である委員 １１人

(2) 運営審議会の議を経る事項

① 定款の変更

② 運営規則の作成及び変更

③ 毎事業年度の事業計画並びに予算及び決算

④ 重要な財産の処分及び重大な債務の負担

(3) 任期  ２年 (平成３０年４月１日～令和２年３月３１日）

定　　数 本年度増減

７６人 ４人増



(4) 運営審議会委員の状況（令和２年３月３１日現在）

役  職    氏   名

会　　　長 横 尾 俊 彦  佐賀県市町村職員共済組合理事長

会長代理 長 沢 正 一  新潟県職員労働組合執行委員長

委  　　員 赤 羽 浩 幸  警察共済組合警視庁支部総務課長

委  　　員 上 田 清  奈良県市町村職員共済組合理事長

委  　　員 大 木 宰 子  公立学校共済組合理事

委  　　員 大 橋 由 紀 子  日本教職員組合中央執行委員

委  　　員 小 川 敦 聖  日本教職員組合中央執行委員

委  　　員 黒 田 悦 治  日本労働組合総連合会大阪府連合会副事務局長

委  　　員 子 安 英 俊  全日本自治団体労働組合岐阜県本部副中央執行委員長

委  　　員 猿 渡 知 之  地方職員共済組合理事

委  　　員 髙 松 政 則  東京都港区立赤坂中学校長

委  　　員 田 中 秀 基  地方職員共済組合神奈川県支部副支部長

委  　　員 多 羅 尾 光 睦  東京都職員共済組合理事長

委  　　員 西 川 晋 司  東京都労働組合連合会執行委員長

委  　　員 長 谷 川 義 樹  函館市役所職員労働組合執行委員長

委  　　員 原 利 枝  島根県職員連合労働組合副執行委員長

委  　　員 原 美 紀  日本教職員組合中央執行委員

委  　　員 菱 川 雄 治  警察共済組合理事

委  　　員 藤 田 裕 司  東京都教育委員会教育長

委  　　員 松 田 知 己  秋田県市町村職員共済組合理事長

委  　　員 持 木 一 茂  石川県市町村職員共済組合理事長

委  　　員 吉 田 寿 樹  全日本自治団体労働組合大阪府本部特別執行委員

経            歴



(5) 運営審議会開催状況

9 その他の連合会の概要

(1) 連合会を組織する共済組合数及び組合員数の状況（平成３１年４月１日現在）

① 共済組合数 組合

② 組合員数 人

   (共済組合別組合員数）

人

人

人

人

全国市町村職員共済組合連合会 人

(2) 事務局組織（令和２年３月３１日現在）

システム管理監

運 用 第 一 課
事 務 局 資 金 運 用 部

運 用 第 二 課

リスク管理課

年 金 課

数 理 課

年 金 業 務 部
調 整 課

情報システム課

情 報 管 理 課

企 画 管 理 課

公 立 学 校 共 済 組 合 949,332   
警 察 共 済 組 合 298,876   
東京都職員共済組合 125,934   

1,175,810 

総 務 課

総   務   部 企 画 課

監 査 室

地 方 職 員 共 済 組 合 316,446   

・地方公務員共済組合連合会定款の一部変更（案）

・令和元年度の資金運用状況について

・年金払い退職給付制度に係る年金財政状況（平成
30年度末）について

・年金の在職支給停止に伴う支給額の誤りについて

令和2年3月25日  第132回運営審議会 ・令和2年度事業計画及び予算（案）

・モデルポートフォリオの見直しについて

・基本ポートフォリオの見直しについて

・令和2年度の資金運用の予定について

64

2,866,398

・地方公務員共済組合連合会定款の一部変更（案）

・平成30年度の年金積立金の運用報告書等について

・プログラム不備の再発防止等に向けた取組について

令和2年2月19日  第131回運営審議会 ・令和2年度事業計画及び予算の大綱（案）

 開    催    日 会　　　　議 議　　　　　　　　題

令和元年6月28日  第130回運営審議会 ・平成30年度決算（案）



10

(1) 長期給付に係る技術的及び専門的な知識、資料の提供

① 年金事務機械処理標準システム等の提供

   年金事務機械処理標準システムについて、老齢厚生年金の繰下げ額の試算機能等を

 開発し、システムを利用する共済組合にプログラム提供を行った。

② 組合員等現況調査

   長期給付（退職等年金給付を含む。）に要する費用の算定基礎資料及びその他長期

 給付に関する基礎資料を把握するため、組合員及び組合員であった者について、年齢、

 組合員期間及び給料等についての調査を実施し、その状況の取りまとめを行った。

③ 研修・会議の開催

   共済組合の長期給付に係る業務の適正かつ迅速な執行を図るため、事務担当者を対

 象に年金事務担当者研修会を開催した。

   また、年金制度について理解を深めるため、幹部職員を対象に年金問題セミナーを

 開催した。

④ 年金払い退職給付に係る財政検証

   地共済と国共済とを合算した年金払い退職給付制度の積立状況を把握するため、平

 成３０年度末における財政検証を実施し、その結果について役員会及び運営審議会に

 報告した。

 　あわせて、組合員への周知については以下のとおり実施した。

 　・連合会ホームページ、連合会広報誌ＰＡＬに関連記事を掲載

 　・共済組合の広報誌に関連記事等の掲載を依頼

⑤ 年金払い退職給付に係る基準利率、終身年金現価率及び有期年金現価率の算定

 　年金払い退職給付制度に係る連合会定款に定める事項（付与率、基準利率、終身年

 金現価率、有期年金現価率、掛金率）のうち、基準利率、終身年金現価率及び有期年

 金現価率は毎年１０月に改定することとされていることから、令和元年１０月から翌

 年９月までに適用されるこれらの率について、算定作業を行った。

　 この結果に基づく連合会定款変更案については、役員会及び運営審議会において原

 案どおり了承された。

 　あわせて、組合員への周知については以下のとおり実施した。

 　・連合会ホームページ、連合会広報誌ＰＡＬに関連記事を掲載

 　・共済組合の広報誌に関連記事等の掲載を依頼

⑥ 経過的長期給付の財政に係る将来見通しの作成

　 厚生労働省が令和元年財政検証結果を公表したことを受けて、総務省より発出され

 た通知に基づき、国家公務員共済組合と合算した収支見通しを作成し、総務大臣へ報

 告した。

  当該事業年度における業務の実施状況



　 あわせて、結果について以下のとおり周知した。

　・共済組合（指定都市・市町村・都市の各共済組合にあっては市町村連合会）を対象

　とした説明会を開催

　・連合会ホームページに結果を公表

⑦ 地方公務員共済の長期給付に係る資金運用・財政等に関する全国説明会

　 連合会は、被用者年金一元化を契機に、運用の多様化、高度化 や国際化に対応した

 情報公開・広報活動の充実を図っており、年金積立金の運用についての基本的な考え方、

 公的年金の仕組み、資金運用の方針・取組みなどについて、十分ご理解とご納得を得て

 いただくため、令和元年８月から９月まで全国９カ所で説明会を開催した。

⑧ 個人番号管理システムの提供

　 個人番号管理システムについて、各種機能改修を行い、共済組合へプログラム提供を

 行った。

(2) 厚生年金保険給付調整積立金の管理・運用

  厚生年金保険給付調整積立金に充てるため、平成２７年１０月より、各共済組合の実

施機関積立金の増加見込額の３０％相当額の払込みを受けている。

  この積立金は、信託による委託運用及び国債等各種債券の取得などの自家運用を行い、

安全かつ効率的な運用に努めている。

  これらの管理・運用により、令和元年度末における厚生年金保険給付調整積立金は、

１０兆円余となっている。

(3) 退職等年金給付調整積立金の管理・運用

  退職等年金給付調整積立金に充てるため、平成２７年１０月より、各共済組合の年金

払い退職給付に係る掛金及び負担金の見込額の５％相当額の払込みを受けている。

　この積立金は、退職年金の給付設計にキャッシュバランス方式を採用したことを踏ま

え、地方公共団体金融機構債券等の取得による義務運用などにより、安全かつ効率的な

運用に努めている。

　これらの管理・運用により、令和元年度末における退職等年金給付調整積立金は、

６１６億円余となっている。

(4) 経過的長期給付調整積立金の管理・運用

　経過的長期給付調整積立金は、新たな保険料収入がない閉鎖型の年金積立金である。

  この積立金は、地方公共団体金融機構債券等の取得による義務運用、信託等による委

託運用及び国債、地方債等各種債券の取得などの自家運用を行い、安全かつ効率的な運

用に努めている。

  これらの管理・運用により、令和元年度末における経過的長期給付調整積立金は、

１０兆円余となっている。



(5) 厚生年金拠出金の納付等

　共済組合から厚生年金拠出金負担金を収納し、年金特別会計へ納付した。

   ・厚生年金拠出金の額       3兆537億円

　年金特別会計から厚生年金交付金を受け入れ、共済組合へ交付した。

   ・厚生年金交付金の額       3兆2,316億円

(6) 実施機関との情報交換・連絡調整

　被用者年金制度一元化に伴う情報共有化及びワンストップサービスへ対応するために

情報共有化システムの運営・保守業務を行った。

(7) 財政調整拠出金の受入等

  国家公務員共済組合との財政単位の一元化により、地方公務員共済組合と国家公務員

共済組合との間で財政調整を行うこととされている。

　財政調整拠出金については、国家公務員共済組合連合会から、厚生年金保険給付調整

経理においては１，０６６億円、退職等年金給付調整経理においては３億円を受け入れ

た。

(8) 基礎年金拠出金の納付等

　共済組合から基礎年金拠出金負担金を収納し、年金特別会計へ納付した。

   ・基礎年金拠出金の額       1兆4,541億円

　年金特別会計から基礎年金交付金を受け入れ、共済組合へ交付した。

   ・基礎年金交付金の額            897億円

(9) 厚生年金保険預託経理における共済組合からの預託金運用

  　令和元年度末における地方公務員等共済組合法施行規程第１２条の３の規定による

　共済組合からの預託金の状況は、１組合であり、７５５億円となっている。

(10) 退職等年金預託経理における共済組合からの預託金運用

 　 令和元年度末における地方公務員等共済組合法施行規程第１２条の３の規定による

　共済組合からの預託はなかった。

(11) 経過的長期預託経理における共済組合からの預託金運用

　  令和元年度末における地方公務員等共済組合法施行規程附則第１条の３において準

　用する同法施行規程第１２条の３の規定による共済組合からの預託金の状況は、１組合

　であり、８１５億円となっている。



(12) 保険料(税）特別徴収に係る情報交換及び収納・納入

  介護保険法等の規定に基づき、介護保険料、国民健康保険料（税）、後期高齢者医療

保険料及び個人住民税（以下「保険料等」という。）の年金からの特別徴収に関する情

報交換について、経由機関と共済組合との間の経由業務を行った。

  また、徴収した保険料等の市区町村への納入金について、市区町村と共済組合との間

の経由業務を行った。

  ・介護保険料の収納・納入額　　　　　　 　75億円

  ・国民健康保険料（税）の収納・納入額　　6千万円

  ・後期高齢者医療保険料の収納・納入額　　 91億円

  ・個人住民税の収納・納入額　　           37億円

(13) 地方公務員共済組合番号システム等の開発及び運用

　地方公務員共済組合番号システム等について、マイナンバーを利用した情報連携に係

る仕様変更に伴うシステム改修を行うとともに、システムの運営業務を行った。

(14) 非課税年金情報の提供

  介護保険法施行規則等の規定に基づき、非課税年金の情報提供について、経由機関と

共済組合との間の経由業務を行った。

(15) その他その目的を達成するために必要な事業

諸外国との間における社会保障協定業務

  ドイツ連邦共和国、グレート・ブリテン及び北部アイルランド連合王国及びアメリ

カ合衆国等に一時的に派遣される地方公務員等に対する適用証明書の交付及び年金加

入期間通算業務に係る経由等の事務を行った。



前事業年度までにおける業務の実施状況

(1) 厚生年金保険給付調整経理年度別収支状況の推移

  区  分

厚生年金

(注) 平成２７年度は下半期のみである。

(2) 退職等年金給付調整経理年度別収支状況の推移

  区  分

(注) 平成２７年度は下半期のみである。

(3) 経過的長期給付調整経理年度別収支状況の推移

  区  分

(注) 平成２７年度は下半期のみである。

(4) 厚生年金拠出金経理年度別収支状況の推移

      区   分  区  分

(注) 平成２７年度は下半期のみである。

372 0 47,697

平成30 年度 0 740 317,335 0 0 0 36,411 948 0 225 0 10,409,336

平成30 年度 13,793 0 145 536 0 0 0 0

10,008,917309,923 104,035 0 172,013 0 11,622 845 0 2,241

拠出金 調   整

10,268,611

0 0

0 0 0 235 0 19,916

522 0

経   理

財    政
組 　合
交付金

信託の
運用損

組   合 業   務

雑　費

へ繰入

11

（単位：百万円）

収　 　 　入 支　 　 　出
厚生年金
保険給付
調    整
積立金

組 　合
払込金

利    息
信託の
運用益

財政調整

雑収入

 年  度 配当金 受入金 負担金 拠出金 返還金

及    び 拠出金 拠出金 調    整 払込金

9,324,240

0 9,135,077

平成28 年度 9,837 0 164,234 54,351 602 166,426 0

81,067 0 0 0 0 518平成27 年度 1,822 0 152,519 3,459 0

0 419,723 80,317 0

0 0 995 1,279 0

22,360 2,649 0 2,091 0

0

1

払込金 経   理

9,739,410

令和元 年度 21,965 0 336,283 106,583 0 178,038 0

165,176 0 0 0 0 1,483平成29 年度 81,790

平成30 年度 42,269 0

0 0

（単位：百万円）

収　 　 　入 支　 　 　出
退職等

年金給付
調    整
積立金

組 　合
払込金

利    息
信託の
運用益

財政調整

雑収入

 年  度 配当金 受入金 拠出金 返還金 へ繰入

財   政
組 　合
交付金

組    合 業   務

雑　費及    び

6,433平成27 年度 6,953 0 2

0 0 0 190 0 33,595平成29 年度 13,781 0 88 0 0

平成28 年度 13,686 0 32 0 0

0

0 0 0 398 0 61,676令和元 年度 13,839 0 191 347 0

雑　費及   び 払込金 経   理

　（単位：百万円）

収　 　 　入 支　 　 　出
経過的

長期給付
調    整
積立金

組 　合
払込金

利   息
信託の
運用益

拠出金
受入金

雑収入 拠出金

 年  度 配当金 返還金 へ繰入

平成27 年度 14,961 371 143,773 0 0

組 　合
交付金

信託の
運用損

組    合 業   務

9,867,595

平成28 年度 0 1,092 181,705 0 0 154,870 0 0

0 0 0 0 50 0

0 127 602 9,765,954

平成29 年度 0 824 430,593 0 15 10,128,844

令和元 年度 0 677 344,207 0 0 0 55,254 2,612

68,391 0 0 0 147 3

0 210 0 10,696,145

（単位：百万円）

収           入 支            出

厚生年金
厚 生 年 金
交   付   金

厚 生 年 金
拠   出   金

厚生年金

拠 出 金 交 付 金

 年  度 負 担 金 支 払 金

平成28 年度 3,207,192 3,392,831 3,207,192 3,392,831

平成27 年度 1,623,802 1,659,764 1,623,802 1,659,764

平成30 年度 3,089,636 3,312,431 3,089,636 3,312,431

平成29 年度 3,133,100 3,404,193 3,133,100 3,404,193

令和元 年度 3,053,656 3,231,562 3,053,656 3,231,562



(5) 基礎年金拠出金経理年度別収支状況の推移

      区   分  区  分

(6) 各預託経理預託金の状況

　①　厚生年金保険預託経理

(注) 平成２７年度は下半期のみである。

　②　退職等年金預託経理　　　該当なし

　③　経過的長期預託経理

(注) 平成２７年度は下半期のみである。

12 資金の調達状況

(1) 借  入  金 該当なし

(2) 財政融資資金 該当なし

(3) 国庫補助金等 該当なし

平成30年度 １ 組 合 81,128 1,516 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

（単位：百万円）

収           入 支            出

雑　費拠 出 金 交 付 金

 年  度 負担金等 支払金等

基礎年金
基礎年金
交  付  金

雑収入
基礎年金
拠  出  金

基礎年金

平成27年度 1,470,315 154,671 0 1,470,315 154,671 0

0

平成29年度 1,393,365 104,599

平成28年度 1,454,440 127,957 0 1,454,440 127,957

0 1,393,365 104,599 0

0平成30年度 1,398,533 94,545 0 1,398,533 94,545

0 1,454,062 89,669 0

（単位：百万円）

年    度 預 託 組 合 預　　託　　金 支 払 利 息 備            考

令和元年度 1,454,062 89,669

平成27年度 １ 組 合 70,899 851 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

平成28年度 １ 組 合 71,749 898

令和元年度 １ 組 合 75,506 1,622 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

地方職員共済組合団体共済部からの預託金

平成29年度 １ 組 合 72,648 1,410 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

平成30年度 １ 組 合 74,058 1,448 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

（単位：百万円）

年    度 預 託 組 合 預　　託　　金 支 払 利 息 備            考

平成27年度 １ 組 合 78,914 922 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

985 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

平成29年度 １ 組 合 80,820 1,560 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

平成28年度 １ 組 合 79,835

1,747 地方職員共済組合団体共済部からの預託金令和元年度 １ 組 合 81,474



13 子会社及び関連会社並びに関連公益法人等に関する事項

該当なし

14 連合会が対処すべき課題

　積立金の運用に当たっては、長期的な観点から安全かつ効率的に行うことが重要であ

  り、地方公務員共済組合全体の積立金を管理運用する立場として、管理運用の方針等

　に基づき、引き続き適切に実施することとする。

　切に対処していく。

(2) 年金業務に関連するシステムについては、引き続きプログラム不備防止に努めると

　ともに、一層適切な管理を行うこととする。

(1) 厚生年金保険給付調整積立金、退職等年金給付調整積立金及び経過的長期給付調整

　　また、「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律」に係る

　年金システムの改修等について、共済組合等と連携を図りながら、遺漏のないよう適


